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平成 23 年度 全国木材組合連合会事業計画 

 
1. 我が国の経済社会の動向 

（１） 未曾有の東日本大震災により、被災地域、わが国の経済社会は極めて厳しい事

態に直面しており、その救済、復旧・復興が緊急かつ最大の課題となっている。 

 

（２） 海外経済の動向は、全体として下振れ懸念等はあるものの景気は基本的に回

復基調で推移するものと予想されている。わが国の経済情勢は、円高、デフレ等

により厳しい状況が続いてきた中で、海外経済の改善等を背景としてその持ち直

しが期待される一方で、景気の下振リスクも懸念されると見通されていたところで

ある。 

しかしながら、東日本大震災の早期の復旧・復興に向けて、国を挙げての緊急

対策が取組まれているが、当面は厳しい経済・雇用・消費情勢が懸念される。 

 

（３） 国は、昨年 9 月に経済・景気対策として「新成長戦略」～「元気な日本」復活の

シナリオ～（閣議決定）基づき、「新成長戦略実現に向けた 3 段構えの経済対

策」を閣議決定し、同年 9 月、11 月に補正予算等を講じ、また平成 23 年度には

「新成長戦略の本格実現」～デフレ脱却に向けて雇用を起点とした経済成長を

目指す～として予算、税制、規制緩和等を措置した。 

 

（４） 「新成長戦略」では、森林・林業を成長産業として位置づけ、グリーン・イノベー

ションにおける国家プロジェクトの一つに森林・林業再生プランや再生可能エネ

ルギーの普及拡大などを明確にしている。林野庁は、森林・林業再生プラン（平

成 21 年 12 月）の実現に向けて「森林林業の再生に向けた改革の姿」を取りまと

め（平成 22 年 11 月）、森林施業の集約化や国産材の効率的な加工・流通体制

づくり、木材利用の拡大などの施策展開方向を明らかにし、これに即した施策展

開を図ることとしている。 

また、国連では平成 23 年を「国際森林年」と定め、わが国をはじめ世界各国で

森林の重要性、木材利用に関する様々な活動が取組まれることになっている。 

 

（５） 木材業界は厳しい事業環境にあるが、東日本大震災の復旧・復興資材、住

宅・生活資材として安定的な木材供給の役割発揮に十全に応えるとともに、広く

理解が進展しつつある木材利用の一層の促進を通して、わが国社会経済の維

持振興、低炭素化社会実現などに貢献していく必要がある。 

 
2. 木材産業の動向と課題 

（１） 木材需要の動向等 

ア 未曾有の大災害となった東日本大震災により、被災地域、わが国の経済社

会は極めて厳しい事態に直面しており、その救済、復旧・復興が最大かつ緊 
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